
平成２０年度主要な政策に係る評価書要旨 

評価実施時期：平成２０年７月 担当部局課室名： 人事・恩給局総務課

施策名 国家公務員の人事管理の推進 
政策体系上の位置付け 

（行政改革・行政運営）政策１

施策の

概要 

国家公務員給与・退職手当制度の運営・改善を図るとともに、適切な人事管理を推進する観点から、

能力・実績主義を重視した人事運用、多様な人材の確保・活用、高齢化への対応と適切な退職管理、職

員の服務規律の確保、労働時間短縮に取り組んでいる。 

加えて、職員の能力開発・啓発、福利厚生や労務管理の充実を図っている。 

施 策 に

関 す る

評 価 結

果 の 概

要 と 達

成 す べ

き 目 標

等 

【評価結果の概要】 

（総合的評価） 

あらかじめ目標（値）を設定した指標については進展が見られ、また、参考となる指標等について

も、それぞれ着実に実施されていることから、全体として、基本目標の達成に向けた着実な取り組み

がなされている。 

 

（必要性） 

例えば以下のように、各施策の必要性が認められる。 

[高齢化への対応と適切な退職管理の推進] 総務省が実施する「退職準備・生涯生活設計プログラ

ム等担当者講習会」等の施策を踏まえる形で、各府省において退職準備プログラム等が実施されてお

り、こうした取組みの必要性が認められる。 

 

（有効性） 

例えば以下のように、各施策の有効性が認められる。 

[能力・実績主義を重視した人事運用の推進] 人事評価は任用、給与、分限その他の人事管理の基

礎となるものであることから、その評価手法は信頼性の高いものとなるよう制度構築する必要がある。

そのため数次に亘る試行を行い、その結果を検証する必要があることから、平成 19 年度においては、

本府省の課長以下の職員を対象とした第２次試行を円滑に実施し、検証を行ったところ、アンケート、

データ分析ともに、評価手法の有効性等が概ね実証された。 

 

（効率性） 

例えば以下のように、各施策が効率的に実施されている。 

[制度の運営・改善] 国家公務員の退職手当調査については紙媒体から電子データへの移行を進め、

必要最小限の所要経費で効率的に実施するように努めている。 

 

（反映の方向性） 

国家公務員の人事行政に対する国民各層からの様々なご指摘、国家公務員制度改革基本法において

示された改革の方向を踏まえて、今後の施策の方向性について検討を行う必要がある。 

また、既存の個別事業については、社会経済情勢の変化に的確に対応するため、その効果及びこれ

に要する費用等を考慮して、廃止も含めた見直しを行い、質の高い行政サービスの実現、行政に対す

る国民の信頼を確保、公務と公務員を取り巻く環境の変化に対応した公務能率の向上といった基本目

標の実現を図る必要がある。 
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【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 

指標等 目標値 目標年度 分析の視点 17 年度 18 年度 19 年度

国家公務員Ⅰ種

事務系区分（行

政、法律、経済）

採用者に占める

女性の割合 

30％ 22 年度 「男女共同参画基本計画」（第２次）（平成 17 年

12 月 27 日閣議決定）で示された政府全体として

の採用者に占める女性の割合の目安を踏まえ、各

府省において多様な人材の確保・活用が進められ

ているか。 

21.5％ 

（64 名／

298 名中） 

22.4％ 

（66 名／

295 名中）

25.1％ 

（74 名／

295 名中）

国家公務員の配

置転換の人数 

704 人 19 年度 国家公務員の配置転換、採用抑制等に関する全体

計画（平成 18 年 6 月 30 日閣議決定。22 年度まで

に 2,908 人が配転の見通し）を着実に達成し、国

家公務員の定員純減が円滑に行われているか。 

― 

（取組開

始前） 

748人(内定

数。平成 19

年 4月 1日

実施) 

783 人(内

定数。平成

20年 4月 1

日実施) 
 
 

関 係 す

る 施 政

方 針 演

説 等 内

閣 の 重

要 政 策

（主なも

の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

第 169 回国会における福田

内閣総理大臣施政方針演説 
平成 20 年 1 月 18 日

公務員制度のあり方を原点に立ち返って見直す

ことが必要です。行政に対する信頼を取り戻すた

め、公務員が能力を高め、国民の立場に立ち、誇り

と責任を持って職務を遂行できるよう、総合的な公

務員制度改革を進めてまいります。 

国民への奉仕者である国家公務員の一層の綱紀

粛正と倫理の向上を徹底します。 

経済財政改革の基本方針

2007 
平成 19 年 6 月 19 日

４．公務員制度改革 

戦後レジームからの脱却の中核的な改革として

取り組み、21 世紀にふさわしい行政システムを支

える公務員像を実現する。 
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平成２０年度主要な政策に係る評価書要旨 
評 

価実施時期：平成２０年７月 担当部局課室名： 行政評価局総務課

施策名 行政評価等による行政制度・運営の改善 
政策体系上の位置付け 

（行政改革・行政運営）政策３

施策の

概要 

１ 政策評価制度の推進及び評価専担組織としての政策評価の実施 
「行政機関が行う政策の評価に関する法律」に基づき、各府省は、所掌する政策について自ら評価を実施。

総務省は、各府省において政策評価が円滑かつ着実に実施されるよう政策評価制度を推進するとともに、府省
の枠を超えた全政府的な立場から、政策の統一性・総合性を確保するための評価（統一性・総合性確保評価）
及び各府省の政策評価の客観的かつ厳格な実施を担保するための評価活動（客観性担保評価活動）を実施。 
２ 行政評価・監視の実施及び行政相談制度の推進 

中立・公正な立場から各府省の業務の実施状況等を調査し、その結果に基づき勧告等を行う行政評価・監視
業務、国民から国の行政全般に関する苦情等を受け付け、関係行政機関に必要なあっせん等を行う行政相談業
務により、行政の制度・運営の改善を推進する。また、年金記録の訂正に関し、国民の立場に立って、公正な
判断を示し、年金制度に対する信頼を回復することを目的として、あっせん等を実施。 

施 策 に

関 す る

評 価 結

果 の 概

要 と 達

成 す べ

き 目 標

等 

【評価結果の概要】 

（総合的評価） 
１ 政策評価制度の推進及び評価専担組織としての政策評価の実施 

総務省における制度の推進及び全政府的見地からの評価の実施を通じて、評価の質の向上、予算要求等政
策への反映、関係府省における政策の見直し・改善が図られていることから、一定の効果を上げている。 

２ 行政評価・監視の実施及び行政相談制度の推進 
行政評価・監視については、迅速かつ的確な実施を通じ、勧告等に基づく行政制度・運営の見直し・改善

が図られている。 
また、行政相談については、苦情あっせん解決率が例年 90％を超えているほか、あっせん以外にも関係

機関等に相談内容を通知・連絡することなどにより行政制度・運営の改善を推進している。 
さらに、年金記録に関するあっせん等の実施については、処理件数を飛躍的に増大させており、年金制度

に対する国民の信頼の回復に資するものとなっている。しかしながら、審議の公平性を確保しつつも、更な
る処理の推進が必要である。 

（必要性） 
１ 政策評価制度の推進及び評価専担組織としての政策評価の実施 

政策の効果を点検し、その不断の見直しや改善を図る上で、各府省における評価の実施及びその実効性を
高めるための仕組みは、必要不可欠。 

２ 行政評価・監視の実施及び行政相談制度の推進 
各府省とは異なる中立・公正な立場から行政評価・監視を行う機能は政府部内に必要不可欠。 
また、国の行政全般について国民からの苦情等を広く受け付け、中立・公正な立場からその解決等を図る

機能は必要不可欠。 
さらに、年金記録に関するあっせん等の実施については、いわゆる「年金記録問題」への対応策の一つ

として、安倍総理大臣（当時）の指示によるものであり、同様の役割を果たし得る機関が他にはないこ
と、多数の申立てがあること等に鑑みれば、本政策は必要不可欠。 

（有効性） 
１ 政策評価制度の推進及び評価専担組織としての政策評価の実施 

各府省における政策評価の質の向上、評価結果の予算要求等政策への反映は着実に進展しており、有効性
が認められる。 

２ 行政評価・監視の実施及び行政相談制度の推進 
行政評価・監視については、平成 19 年度に受理した「その後の改善措置状況」において、指摘事項の 97.0％

は既に改善措置が採られるなど、各府省における行政制度・運営の改善が図られていることから、有効性が
認められる。 

また、行政相談については、苦情あっせん解決率は 90％を超えており、有効性が認められる。 
さらに、年金記録に関するあっせん等の実施については、困難かつ経験のない業務を短期間に、様々な構

成員からなる体制で処理しているにもかかわらず、業務を体制整備と習熟度の向上に伴い月ごとの処理件数
を飛躍的に増加させてきており、有効性はあると考える。 

（効率性） 
１ 政策評価制度の推進及び評価専担組織としての政策評価の実施 

総務省が行った統一性・総合性確保評価については、18 年度に比べ、処理期間に長期間を要しており、
評価結果の早期の政策への反映を図るためには、一層の効率性の向上が必要。 

２ 行政評価・監視の実施及び行政相談制度の推進 
行政評価・監視については、18 年度に比べ、処理期間に長期間を要しており、早期の行政の制度・運営

の改善を図るためには、一層の効率性の向上が必要。 
また、行政相談については、行政相談委員の活用等、国民にとって簡易・迅速な様々な方法で受け付けて

政策評価書ｐ35 

- 20 - 
 



 

おり、その内容に応じ処理されている。 
さらに、年金記録に関するあっせん等の実施については、第三者委員会における月ごとの処理件数は飛躍

的に増加してきており、体制整備と習熟度の向上により、効率性も徐々に高まってきていること、他の合議
制の審査機関で、これほどの件数を処理しているものはないこと、行政不服審査に比べて簡素な手続で対応
可能であることから効率性が認められる。 

（反映の方向性）  
１ 政策評価制度の推進及び評価専担組織としての政策評価の実施 

・重要対象分野の的確な選定及び各府省における評価の実施の推進。 
・規制の事前評価の円滑な実施の推進及び質の向上。 
・客観性担保評価活動について、特に評価の内容に踏み込んだ点検の充実・強化。 

 ・統一性・総合性確保評価について、取りまとめの迅速化を図るため、調査効率の向上を図る。 
２ 行政評価・監視の実施及び行政相談制度の推進 
・行政評価・監視については、取りまとめの一層の迅速化を図るため、業務の減量化等現行の業務の進め方
や体制の在り方について検討。 
・行政相談制度については、迅速な受付・的確な処理、新任行政相談委員への支援を行うための体制強化、
効果の高い広報媒体への掲載・報道依頼の充実。 
・年金記録の訂正に関し、申立内容を十分に汲み取り、審議の公正性を確保しながら、事案処理の迅速化に
取り組む。また、平成 20 年３月末までに申し立てられた事案については、おおむね１年を目途に処理を終
える。 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 

－ 

関 係 す

る 施 政

方 針 演

説 等 内

閣 の 重

要 政 策

（主なも

の） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

経済財政改革の基本方針
2007 

平成 19 年 6 月 19
日 
閣議決定 

第３章 21 世紀型行財政システムの構築 
３．予算制度改革 
（４）政策評価の機能の発揮 

平成 19 年末から（略）経済財政諮問会議と総務省・各府
省の政策評価に関する連携を強化することにより、評価結
果を活用し、予算の効率化等国の政策に適切に反映する。 

規制改革推進のための３
か年計画 

平成 19 年 6 月 22
日 
閣議決定 

Ⅱ 19 年度重点計画事項 
１ 横断的制度 
（１）規制の横断的評価・見直し 

④ 規制影響分析（ＲＩＡ）の幅広い実施 
イ（略）総務省は、各府省庁の取組を支援するため、毎
年度、規制についての事前評価の実施状況の把握・分
析を行うとともに、調査研究、各府省庁に対する情報
提供や必要な研修等の取組を進めていく。 

ウ ＲＩＡの実施に当たっては、（略）総務省は、上記を
踏まえ、各府省庁が充実したＲＩＡを実施できるよう、
ガイドラインの速やかな策定を行う。 

経済財政改革の基本方針
2007 

平成 19 年 6 月 19
日 
閣議決定 

第４章 持続的で安心できる社会の実現 
４．質の高い社会保障サービスの構築 
ⅳ）領収書等の証拠がない方については、総務省に設置す
る第三者委員会における公正な判断を踏まえ、社会保険
庁はこれを尊重して記録の訂正を行う。 

年金記録問題に関する今
後の対応 

平成 20 年 1 月 24
日 
年金記録問題に関
する関係閣僚会議

４．年金記録確認第三者委員会の事案処理の強化 
(1) 当面の審議の促進 

年金記録確認第三者委員会においては、（略）体制の拡充
を行ってきたところであり、さらに、あっせん事例集の整
備等を行うことにより、各地方委員会の迅速な処理の推進
を図り、処理件数の大幅な増加を図る。（略） 

(2) 本年４月以降の取組み 
  上記の審議促進策を踏まえ、本年３月末までに申し立て
られた事案については、概ね１年を目途に処理を終えるこ
ととする。 
また、本年４月以降に申し立てられる事案については、

（略）申立件数を勘案した一層の体制強化等を講じること
により、迅速な処理を進める。 
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平成２０年度主要な政策に係る評価書要旨  
評価実施時期：平成２０年７月 担当部局課室名： 自治行政局自治政策課他 ４課室

施策名 地域振興 
政策体系上の位置付け 

（地方行財政）政策５ 

施策の

概要 

ア 地方公共団体の地域づくりの支援 

地域の特性にあった魅力ある地域づくりを行う地方公共団体を支援するため、総務省では、循

環型社会形成事業、少子・高齢化対策事業及び地域資源活用促進事業について財政措置を講じて

いる。 

イ 地方公共団体の国際化施策の推進 

外国語教育の充実を図るとともに、地域レベルでの国際交流を推進することを目的に、総務省

等関係機関が協力して、地方公共団体において、語学指導等を行う外国青年招致事業（以下、「JET

プログラム」）を実施している。また、近年の外国人住民の増加に伴い、外国人住民施策は、一

部の地方公共団体のみならず、全国的な課題となりつつあることから、「地域における多文化共

生推進プラン」を総務省が策定・通知し、地域国際化連絡会議を開催することなどにより普及を

図っている。 

ウ 地方公共団体が実施する地域振興施策の推進（中心市街地活性化、ＰＦＩ事業の支援） 

中心市街地の再活性化の促進を通じて、地域の特性にあった魅力ある地域づくりを行う地方公

共団体を支援するため、総務省では、財政措置を講じている。 

民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成 11 年法律第 117 号。

以下「PFI 法」という。）に基づき、総務省では、地方公共団体が PFI 事業を円滑に実施できるよ

うにするため、地域振興課を窓口として、情報提供や助言、財政措置などの支援を行っている。

エ 過疎地域の自立促進 

人口の著しい減少に伴って地域社会における活力が低下し、生産機能及び生活環境の整備等が

他の地域に比較して低位にある地域（過疎地域）とその他の地域との格差の是正等を図るため、

過疎地域自立促進特別措置法（平成１２年法律第１５号、以下「過疎法」という。）に基づき、

国、都道府県、市町村の各種施策等を通じて、地方公共団体が総合的かつ計画的な過疎対策事業

を実施できるよう、総務省では、情報提供や助言、財政措置を行っているところである。 

オ 辺地に係る公共的施設の総合整備の促進 

辺地とその他の地域との間における住民の生活文化水準の著しい格差の是正を図るため、辺地

に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律（昭和３７年法律第８８

号、以下「辺地法」という。）に基づき、国、都道府県、市町村の各種施策等を通じて、地方公

共団体が辺地住民の生活文化水準の向上のための辺地対策事業を総合的、計画的に実施できるよ

う、総務省では、情報提供や助言、財政措置を行っているところである。 

 

（平成１９年度予算額） 

７２６百万円 

 

【評価結果の概要】 

（総合的評価） 

平成１９年度は既存の事業について、継続的に、地域の活性化・国際化、過疎地域の自立促

進、辺地とのその他の地域における地域格差の是正に取り組んできたところであり、指標等を

政策評価書ｐ61 
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施 策 に

関 す る

評 価 結

果 の 概

要 と 達

成 す べ

き 目 標

等 

みると総務省が実施した施策については一定の有効性等があったといえる。 

しかしながら、厳しい地方財政の状況下、地域の特性にあった魅力ある地域づくりの確保を

さらに推進するために、地方公共団体のニーズ等を的確に把握することにより、このような取

組を推進する必要がある。 

（必要性） 

地域づくりは、地方公共団体が自主的・主体的に取り組むものであるが、真に必要な基盤整

備事業に対し、現下の厳しい地方財政の状況において地方財政措置等を行うことは、地域の活

性化のために必要である。 

（有効性） 

地域の活性化・国際化や過疎地域の自立促進、辺地とその他の地域における地域格差の是正

を目指して取り組む地方公共団体に対する総務省の情報提供や助言、財政措置等の取組につい

ては、概ね有効性が認められる。例えば、過疎地域の自立促進がなされているかについて見る

と、後期過疎地域自立促進計画に基づく事業の進捗率を見てみると、平成１８年度時点で都道

府県４７％、市町村２８％となっており、厳しい財政状況下において着実に進捗していること

から一定の有効性が認められるなど、これまでの過疎対策事業が着実に実施され、過疎地域と

その他の地域における地域格差の是正に、一定の成果をあげてきたという施策の有効性が認め

られる。 

（反映の方向性） 

総務省では、これまで、地域の活性化・国際化や過疎地域の自立促進、辺地とその他の地域

における地域格差の是正を目指して取り組む地方公共団体に対して、情報提供や助言、財政措

置等を継続して行ってきたところである。 

しかしながら、平成２０年施政方針演説において、地方再生戦略に基づき、地方の創意工夫

を活かした自主的な取組みを政府一体となって強力に後押しするという政府方針が示されてい

ることから、これまで以上に、総務省では、実態やニーズを的確に把握することにより、地域

の特性にあった魅力ある地域づくりをしようとする地方公共団体に対し支援を実施していくと

ともに、地域力創造に向けた取組を進めていく必要がある。 

 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 

後期（平成１７年度～平成２１年度）過疎地域自立促進計画の進捗率 

 

指標等 目標値 目標年度 分析の視点 17 年度 18 年度 19 年度

過疎地域

自立促進

計画の進

捗率 

市町村及び都道府県が

策定した過疎地域自立

促進計画に基づいて過

疎対策事業を実施する

ことにより、過疎地域の

自立促進を達成する。 

21 年度 過疎地域の自立を促進

するための後期過疎地

域自立促進計画(平成

17～21 年度)に基づく

事業の実施が着実に行

われているか。 

都道府県

24％ 

市町村 

14％ 

都道府県

47％ 

市町村 

28％ 

集計中

関 係 す る

施 政 方 針

演 説 等 内

閣 の 重 要

政策（主な

もの） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

第１６９回国会 

総理施政方針演説 
平成 20年 1月 18日

地方の元気は日本の活力の源です。昨年１１月に取りま

とめた「地方再生戦略」に基づき、地方の創意工夫を活

かした自主的な取組を、政府一体となって強力に後押し

してまいります。 



 

- 25 - 
 

 
 

 



平成２０年度主要な政策に係る評価書要旨  
評価実施時期：平成２０年７月 担当部局課室名：自治財政局財政課他 ３課室

施策名 地方財源の確保と地方財政の健全化 
政策体系上の位置付け 

（地方行財政）政策６ 

施策の

概要 

地方公共団体の財政運営に支障が生じないように所要の地方財源の確保を行うとともに地方交

付税の算定方法の簡素化等の見直しを進める。また、地方公共団体の財政収支を改善し、地方行財

政の健全化を図る。 

施策に関

する評価

結果の概

要と達成

すべき目

標等 

【評価結果の概要】 

（総合的評価） 

一般財源総額を確保するとともに、財源不足分については補てん措置を講じ、国家財政・国民

経済等との整合性の確保や地方財源の保障が図られた。また、地方交付税の算定項目を平成１９

年度において３割削減するなど算定方法の簡素化・透明化が進展した。さらに、公債費負担の適

正化も進展した。 

（必要性） 

① 地方財政の運営上支障が生じないよう適切な補てん措置を講じるため、地方財政計画を策定

し、所要の地方財源を確保していく必要がある。 

② 地方交付税については、地方公共団体の自主的・自立的な財政運営を促す方向で地方交付税

の算定方法の見直しを進める必要がある。 

③ 引き続き公債費負担適正化計画に基づく財政健全化を進めるとともに、財政健全化法に基づ

き、わかりやすい財政情報の公表を徹底することなどにより、財政の健全化を推進する必要が

ある。 

（有効性） 

① 「地方再生対策費」の創設などにより、地方財政計画の規模は前年度に比べ 2,753 億円の

増となったが、厳しい地方財政の現状等を踏まえ「地方再生対策費」を除くと前年度 0.2%の

減に抑制した。この結果、地方財源の確保・保障がなされることになり、地方財政計画の策

定について一定の有効性が認められる。 

② 地方交付税の算定項目については平成 19 年度において約 3 割削減され、引き続き平成 20

年度においても簡素化を進めることから、算定方法の簡素化・透明化が進展した。このため、

地方交付税の予見可能性を高めるために必要な施策として、有効性が認められる。 

③ 平成１９年度において公債費負担適正化計画の完了を予定していた２団体は全て完了し、

公債費負担の適正化について一定の進展をみたため、有効性が認められる。 

（効率性） 

交付税の算定の簡素化・透明化により、地方公共団体の事務負担の軽減、財政運営の透明化が

促進されたため、効率性が認められる。 

（反映の方向性） 

① 平成 21 年度以降についても、所要の地方財源の確保を図りつつ、地方行財政運営の自立性

の向上及び地方行財政基盤の拡充を推進する。 

② 地方交付税については、引き続き、所要額の確保を図るとともに、地方公共団体の自主的な

財政運営に資するための一層の算定方法の簡素化を行う。 

③ 地方財政健全化法に基づくわかりやすい財政情報の開示を徹底すること等により、地方公共

団体の財政の健全化を推進する。 

政策評価書ｐ77 
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 【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 

 

 

参考となる指標 平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 

地方財政計画の規模 83 兆 1,508 億円 83 兆 1,261 億円 83 兆 4,014 億円

一般財源比率 66.6% 68.1% 68.4%

地方債依存度 13.0% 11.6% 11.5%

借入金残高 200 兆円 199 兆円 197 兆円

地方債計画の規模 13 兆 9,466 億円 12 兆 5,108 億円 12 兆 4,776 億円

※参考となる指標の進捗状況については、それぞれ表題の年度の次年度の内容を記載している。 

 

関係する

施政方針

演説等内

閣の重要

政策（主

なもの） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

経済財政改革の

基本方針 2007 

平成 19 年 6 月 19 日 第３章 21 世紀型行財政システムの構築 

１．歳出・歳入一体改革の実現 

【改革のポイント】 

１．真に必要なニーズにこたえるための財源の重点配分

を行いつつ、「基本方針 2006」で示された５年間の歳

出改革を実現する。そのため、主要な分野について制

度改革等の道筋やその取組を示す。 

 

８．地方分権改革 

【改革のポイント】 

２．地方財政全体が地方分権にかなった姿になるよう、

国・地方の財政状況を踏まえつつ、国庫補助負担金、

地方交付税、税源配分の一体的な改革に向け地方債を

含め検討する。あわせて、地方間の税源の偏在を是正

する方策について検討する。 
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平成２０年度主要な政策に係る評価書要旨  

評価実施時期：平成２０年７月 担当部局課室名：自治税務局企画課総務室他 ５課室

施策名 分権型社会を担う地方税制度の構築 
政策体系上の位置付け 

（地方行財政）政策７ 

施策の

概要 

平成 20 年度地方税制改正については、まず、税制の抜本的な改革において偏在性の小さい地方

税体系の構築が行われるまでの間の措置として、法人事業税の税率の引下げを行うとともに、地方

法人特別税を創設し、その収入額に相当する額を地方法人特別譲与税として都道府県に対して譲与

することとした。 
また、最近における社会経済情勢等にかんがみ、個人住民税における寄附金税制について、都道

府県や市区町村の条例により控除対象寄附金を指定する仕組みの導入や地方公共団体に対する寄

附金税制の見直し等を行うこととした。 
この他、上場株式等の譲渡益・配当の軽減税率の廃止及び損益通算範囲の拡大、自動車取得税及

び軽油引取税の税率の特例措置の期限延長、公益法人制度改革への対応など、税制上の所要の措置

を講じた。 

施策に関

する評価

結果の概

要と達成

すべき目

標等 

【評価結果の概要】 

（総合的評価） 

平成 20 年度地方税制改正における地方法人特別税等の創設、個人住民税における寄附金税制

の見直し等の取組は、社会経済情勢の変化に適切に対応したものであり、分権型社会を担う地方

税制度の構築にも有効と考えられる。 
しかしながら、参考となる指標を見ると地方税の充実、地方間の税収格差の縮小、地方税の税

収の安定性の確保等について抜本的な解決には至っていない状況であり、今後とも、分権型社会

を担う地方税制度の構築に向けた取組みを一層強化する必要がある。 
（必要性） 

少子・高齢化の急速な進展に伴い、地方の社会保障関係経費の更なる増嵩が見込まれているこ

とから、地域福祉の充実に要する財源を安定的に確保するために、総務省として更なる地方分権

の推進とその基盤となる地方税財源の充実を図る中で、偏在性が小さく税収が安定的な地方税体

系を構築することを基本に改革を進める必要がある。 
（有効性） 

平成 20 年度地方税制改正については、地方法人特別税、地方法人特別譲与税の創設、個人住

民税における寄附金税制の見直し等、税制上の所要の措置を講じることで社会経済情勢の変化に

適切に対応した。 
（効率性） 

政策評価と非課税等特別措置の連携強化による各府省庁からの税制改正要望ヒアリングの効

率化、政府広報の活用等、関係省庁との連携による税務広報の効率化が図られた。 
（反映の方向性）  

地域福祉の充実に要する財源を、今後、安定的に確保するため、更なる地方分権の推進とその

基盤となる地方税財源の充実に取り組む中で、地方消費税の充実を図るとともに、併せて地方法

人課税のあり方を抜本的に見直すことなどにより、偏在性が小さく税収が安定的な地方税体系を

構築することを基本に改革を進める。 
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 【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 

 

分権型社会を担う地方税制度の構築のために、社会経済情勢等を踏まえた税制改正を実施する。

具体的には、 
・当面、国と地方の税収比１：１を目指して、地方税を充実すること、 
・地方間の税源の偏在を是正する方策について検討し、その格差を縮小すること、 

等を目指す。 

関係する

施政方針

演説等内

閣の重要

政策（主

なもの） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

第 169 国会における

福田内閣総理大臣施

政方針演説 

平成20年１月18日

（国民の信頼を取り戻す行財政改革） 

 地球温暖化問題への対応を行うためにも、現行の税率

を維持する必要があります。これまでの特定財源の仕組

みを見直し、納税者の理解を得ながら一般財源を確保し

てまいります。 

（給付を受ける側に立った社会保障制度の再構築） 

 消費税を含む税体系の抜本的改革について早期に実

現を図る必要があります。 

（活力ある地方の創出） 

 法人事業税を見直し、地域間の税源の偏在をより小さ

くする暫定措置を講じ、特に財政の厳しい市町村に重点

的に配分します。今後、税体系の抜本的改革に結び付け

ていきたいと思います。 

経済財政改革の基本

方針 2007～「美しい

国」へのシナリオ～ 

平成19年6月19日

（閣議決定） 

２．税制改革の基本哲学 

（実現すべき６つの柱） 

（５）真の地方分権の確立 

・財源における地方の自立性を高めるため、国・地方の

財政状況を踏まえつつ、国庫補助負担金、地方交付税、

税源移譲を含めた税源配分の見直しの一体的な改革に

向け地方債を含め検討する。 

・法人二税を中心に税源が偏在するなど地方公共団体間

で財政力に格差があることを踏まえ、地方税の在り方や

国と地方の間の税目・税源配分（地方交付税財源を含む）

の見直しなど、地方間の税源の偏在を是正する方策につ

いて検討し、その格差の縮小を目指す。 
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平成２０年度主要な政策に係る評価書要旨  

評価実施時期：平成２０年７月 担当部局課室名：自治行政局選挙部管理課  他２課

施策名 選挙制度等の適切な運用 
政策体系上の位置付け 

（選挙制度等）政策８ 

施策の

概要 

社会のニーズ、選挙の執行等から明らかとなった問題に対して調査検討を行い、その結果等を踏

まえ、所管法令の整備を図ることによって、国民主権主義に則した選挙制度の確立を図る。 
選挙等の管理執行に関する統計調査等を行うことにより、選挙等の管理執行に関する問題を把握

し、問題を検証することで選挙等の管理執行体制の改善を図るとともに、調査結果を踏まえた投票

参加の呼びかけや制度周知により、自発的な投票参加の向上及び選挙違反の排除に努め、もって公

明かつ適正な選挙執行の実現を図る。 
政治資金収支報告書の公表等の実施により、政治活動に関する国民の不断の監視と批判を可能な

らしめ、政治資金の透明性確保を図る。 
以上により、民主政治の健全な発達を実現するものである。 

施策に関

する評価

結果の概

要と達成

すべき目

標等 

【評価結果の概要】 

（総合的評価） 

① 国民主権主義に則した選挙制度の確立について 
「首長の多選問題に関する調査研究会」及び「補充立候補制度等のあり方に関する研究会」

を立ち上げ、報告書が取りまとめられたことにより、各方面からの指摘等を踏まえて所管法令

の問題を調査し、法令整備における一つの指針を示すことができ、有効性等が認められる。 
② 公明かつ適正な選挙執行の実現について 

参議院議員の任期満了が平成１９年７月２８日に到来することに伴い、第２１回参議院議員

通常選挙を執行し、選挙の管理執行の効率化及び選挙人の利便性の向上が図られつつ、滞りな

く選出手続を終了することができたため、有効性等が認められる。 
③ 政治資金の透明性確保について 

政治資金収支報告書の定期公表時における収支報告書の提出率については、平成１７年度か

ら平成１９年度の３年間、例年と同水準の８０％台を確保しており、有効性等が認められる。

（必要性） 

選挙人が選挙人の自由意思に基づいて公明かつ適正に選挙を行えること及び政治活動の公明

と公正を確保することとなるため、民主政治の健全な発達に必要不可欠な施策である。 
（有効性） 

① 国民主権主義に則した選挙制度の確立について 
平成１８年中に相次いだ都道府県知事の不祥事を背景に地方公共団体の長の多選制限の議論

における憲法論に焦点を当て調査研究を行う「首長の多選問題に関する調査研究会」及び平成

１９年４月に行われた統一地方選挙における各方面からの指摘を背景に補充立候補の届出期間

や決選投票制度等のあり方について検討する「補充立候補制度等のあり方に関する研究会」を

それぞれ発足させ、各方面からの指摘等を踏まえて、所管法令の問題を調査し、法令整備にお

ける一つの指針を示すことができたため、有効性が認められる。 

② 公明かつ適正な選挙執行の実現について 
第２１回参議院議員通常選挙においては、投票用紙計数機等の選挙用電子機器の活用による

選挙の管理執行の効率化や、期日前投票所の増加、バリアフリー対策を必要とする施設の減少
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といった選挙人の利便性の向上が図られつつ、管理執行上問題となった事例も６０～８０件台

で推移しているが滞りなく選出手続を終了することができたため、有効性が認められる。 
また、様々な要因によって左右されるものであるが、投票率についても前回、前々回の通常

選挙を上回った。 
 ③ 政治資金の透明性確保について 

政治資金収支報告書の定期公表時（総務大臣は、特別な場合を除き、政治資金収支報告書が

提出された年の９月３０日までに公表するものとされている。）における収支報告書の提出率に

ついては、平成１７年度から平成１９年度の３年間、例年と同水準の８０％台を確保すること

で政治資金の透明性確保に寄与しているため、有効性が認められる。 

（効率性） 

参議院議員通常選挙の執行経費の基準となる「国会議員の選挙等の執行経費の基準に関する

法律」改正を行い、地方公共団体委託費について約３０．５億円（前回基準比  ５．５％減）

の節減を図った。 
（反映の方向性）  

投票率の向上については、国民一人一人が主権者として強い自覚と高い政治意識を持って選

挙に積極的に参加することができるよう、長期的視野に立って取り組んでいく必要がある。 
 
【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 

  該当無し 

関係する

施政方針

演説等内

閣の重要

政策（主

なもの） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

   該当なし 
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平成２０年度主要な政策に係る評価書要旨  
評価実施時期：平成２０年７月 担当部局課室名：行政管理局行政情報システム企画課、 

        自治行政局地域情報政策室 

施策名 電子政府・電子自治体の推進 
政策体系上の位置付け 

（電子政府・電子自治体）政策９ 

施策の

概要 

○電子政府の推進 

「電子政府推進計画」（平成 18 年 8 月 31 日各府省情報化統括責任者（CIO）連絡会議決定、

平成 19 年 8 月 24 日一部改定）等に基づき、国民の利便性・サービスの向上及び IT 化に対

応した業務改革を目指すものである。 

（ア）国民の利便性・サービスの向上 

「IT 新改革戦略」（平成 18 年 1 月 19 日 IT 戦略本部決定）で掲げた「オンライン利用率

を 2010 年度までに 50％以上とする」との目標を達成するため、各府省において、年間申

請等件数の多い（年間 10 万件以上）手続を中心とした 165 手続を対象に策定した「オンラ

イン利用促進のための行動計画」に基づいて、集中的にオンライン利用の促進を図るもの

である。 

（イ）IT 化に対応した業務改革 

行政運営の簡素化・効率化・合理化を戦略的・横断的に推進するため、業務や制度の見

直し、システムの共通化・一元化、業務の外部委託などを内容とする最適化計画を策定の

上、業務・システムの最適化に取り組むものである。 

○電子自治体の推進 

「電子自治体オンライン利用促進指針」、「地方公共団体における情報セキュリティポリシー

に関するガイドライン」、「新電子自治体推進指針」等に基づき、国民に身近な行政サービス

を提供している地方公共団体の取組が国における電子政府構築の取組と歩調を合わせて実

施されるよう、制度面、システム面の条件整備等に対する電子自治体構築のための支援を着

実に行っていく。  

施策に

関する

評価結

果の概

要と達

成すべ

き目標

等 

【評価結果の概要】 

○電子政府の推進 

（総合的評価） 

全体としてオンライン利用率の水準は依然として低く、また、年間を通じてオンライン

申請が一件も利用されていない手続が全体の約半数を占めているなど、より国民の視点に

立って使い勝手がよく、利便性を国民が実感できるアプローチが必要とされている。更な

る効果を上げるため、取組の一層の強化が必要である。 

（必要性） 

オンライン利用率は上昇傾向にあるものの、19 年度実績で約 20％（精査中）と依然とし

て低調であることから、利用者がオンライン利用による利便性・サービスの向上等の効果

を実感できるよう、取組の一層の強化が必要である。 

また、小さな政府の実現に向けて、業務見直しやシステムの集中化などによる運用経費

や業務処理時間の削減効果を明記した業務・システム最適化計画が平成 19 年度末現在 84

分野で策定されており、同計画の実施や評価など PDCA サイクルを通した取組の更なる推進

が必要である。 

（有効性） 

国に対する申請・届出等手続のオンライン利用率は上昇傾向にあり、また、下記のとお

り一定の効果が発現してはいるものの、19 年度のオンライン利用率は約 20％（精査中）と

依然として低調であり、取組の一層の強化が必要な状況となっている。 

・国に対する申請・届出等手続のうち、「オンライン利用促進のための行動計画」（平成 19

年 3 月改定）における利用促進対象 165 手続について、平成 19 年度の実績をみるとオン

ライン利用率は約 22％（精査中）となっており、同年度のオンライン利用率の目標 22％

を達成している。 

・電子政府の総合窓口（e-Gov）全体へのアクセス件数は、年々上昇傾向で推移しており、

平成 19 年度実績においては前年の 1.4 倍の 5,000 万件超となっている。 

・84 分野の業務・システム全体について、最適化計画においては、経費削減効果約 1,200

億円と試算しているが、平成 18 年度においては（平成 19 年度実績は集計中）、経費削減
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効果が約 271 億円と当初見込んでいた約 258 億円を超える効果を上げている。 

（効率性） 

ＣＩＯ補佐官等連絡会議やＰＭＯ制度を通じて、外部の専門家の知識を活用しつつ情報

の集約化・共有化を図ることで、政府全体として効率的に最適化に取り組んでいるところ

である。 
（反映の方向性）  

「IT 政策ロードマップ」（平成 20 年 6 月 11 日 IT 戦略本部決定）別添の「国の行政手続

のオンライン利用促進に関する取組方針」に基づき、取組の対象手続を重点化し、新たな

目標を設定するとともに、各手続ごとに添付書類の省略、手数料の引き下げ等の具体的な

改善措置を定めた政府全体としての行動計画を本年８月末までにとりまとめ、今後はこれ

に基づき、オンライン利用促進方策を積極的に推進していく。 

最適化の実施、実施の評価等の取組を着実に実施し、これらを含めた全体の PDCA サイク

ルを通じて、政府全体として、業務やシステムの見直し、効果の早期発現を推進する。 

○電子自治体の推進 

（総合的評価） 

公的個人認証サービスの利用促進、電子自治体オンライン利用促進指針等を踏まえた地

方公共団体におけるオンライン利用促進等について、指標の状況や総務省の取組を分析し

た結果、一定の有効性等があったと認められる。 

今後、電子自治体の推進のために、「電子自治体オンライン利用促進指針」、「地方公共団

体における情報セキュリティポリシーに関するガイドライン」、「新電子自治体推進指針」

等に基づき、費用対効果等に配慮しながら、各地方公共団体に共通する制度面、システム

面の条件整備等に対する電子自治体構築のための支援の一層の強化が必要である。 

（必要性） 

電子自治体を推進するにあたっては、現在、地方公共団体において電子化の整備や業務・

システムの効率化、情報漏洩などへの対策の実効性が十分とはいえず、国民・企業等利用

者が利便性・サービスの向上を実感できていないといった課題がある。 

総務省ではこれに対応するため、平成１９年３月に策定した「新電子自治体推進指針」

に基づき、2010 年までに利便・効率・活力を実感できる電子自治体を実現するために、行

政サービスの高度化や行政の簡素化・効率化などを重点的に取り組み、また、情報セキュ

リティ対策の強化などによる信頼性・安全性の確保を推進することによって、地方公共団

体の情報化の推進を実施していく必要がある。 

（有効性） 

行政サービスの高度化、行政の簡素化・効率化、信頼性・安全性の確保について、オン

ラインの利用促進、共同アウトソーシング等の推進状況、住基ネットの利用状況とこれに

よる事務の効率化、地方公共団体の情報セキュリティ対策の推進状況等を見ると、概ね有

効性があったと認められる。 

例えば、総務省では、公的個人認証に対応した電子申請システムについて、利用促進を

図るために、信頼性の確保及び利便性の向上のための取組を平成１９年度においても引き

続き実施したところであり、指標「市町村における公的個人認証に対応した電子申請シス

テムの整備率」を見ると、市町村における公的個人認証に対応した電子申請システムの整

備率は、平成１９年度 32.8%と前年より進展していることから一定の有効性が認められる。

（効率性） 

総務省では、電子自治体に関する施策の企画立案や財政措置等を行い、地方公共団体が

電子自治体関連施策を推進する際の参考として「新電子自治体推進指針（平成 19 年３月

20 日）」等を示して情報提供を行うなど、各地方公共団体が各々独自に取り組むよりも効

率的に、政府の「世界一便利で効率的な電子行政」を実現するという目標を実現するため

の取組を行っている。 

また、平成１９年度において、電子自治体に関連する事業のうち、政府方針や地方公共

団体の現状に鑑みて、「地方公共団体に対する調査・照会業務システムの開発」については、

費用対効果が見込まれない事業の廃止を行ったところである。 

（反映の方向性）  

自治体行政の効率化・住民サービスの向上を図るため、行政サービスの高度化について

は、地方に対する申請・届出等手続におけるオンライン利用率等をみると、一定の有効性

が認められるものの、十分とは言えないことから、今後、政府方針等を踏まえ、地方公共
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団体に対する支援を一層強化することが必要である。また、行政の簡素化・効率化及び信

頼性・安全性の確保については、地方公共団体においてその取組が着実に浸透してきてい

るといえることから、引き続き推進していく必要がある。今後は、政府方針や地方公共団

体の現状を踏まえつつ、費用対効果に配慮しながら、電子自治体オンライン利用促進指針

等を踏まえた地方公共団体におけるオンライン利用促進等に係る予算措置等を一層強化す

ることにより、地方公共団体の支援を行っていく必要がある。 

 【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 

 

 

基本目
標 

主な指標 
目標
値 

目標
年度

17年度 18年度 19年度 
基本目標・指標の設
定根拠・考え方 

電子政府

の推進に

より、利

用者にと

って使い

やすく利

便性を実

感できる

サービス

を実現す

るととも

に、簡素

で効率的

な政府の

実現を図

る。 

国 に 対 す る 申

請・届出等手続

のオンライン利

用率 

50 ％

以上 

22 年

度 
11.3％ 15.3％ 

約 20％ 

(精査中) 電子政府の推進によ

る国民の利便性・サー

ビスの向上、IT 化に

よる業務改革への取

り組みの状況を示す

申請・届出等手続にお

けるオンライン利用

率などの指標の状況

により本施策の進行

管理をするものであ

る。目標値及び目標年

度は「IT新改革戦略」

に基づくものである。

電子政府の総合

窓口（e-Gov） 
― ― 

約 2,700

万件 

約 3,700

万件 

約 5,200

万件 

最適化計画の策

定状況 
― ― 

最 適 化

計画 76

分 野 を

策定済 

最 適 化

計画 83

分 野 を

策定済 

最 適 化

計画 84

分 野 を

策定済 

調達指針に基づ

き、各府省の調

達計画書及び調

達仕様書につい

て助言等のモニ

タリングを行っ

た件数 

― ―   26 件 

行政分野

へのＩＴ

の活用と

これに併

せた業務

や制度の

見直しを

進め、国

民の利便

性及びサ

ービスの

向上と行

政運営の

簡素化、

効率化を

図る。 

地方に対する申

請・届出等手続

におけるオンラ

イン利用率（電

子自治体オンラ

イン利用促進指

針で選定した対

象手続に係る利

用率） 

50% 
22 年

度 
11.3% 17.5% 集計中 

電子政府・電子自治体

の推進については、国

民の利便性・サービス

の向上、ＩＴ化による

業務改革を目標とし

て取り組まれるもの

であることから、当該

政策に係る国民の利

用環境や業務・システ

ムの効率化の状況を

示す左記指標により

評価するものである。

市町村における

公的個人認証に

対応した電子申

請システムの整

備率 

100%
22 年

度 
￣ 

31.5% 

（都道

府県は

100%を

達成）

32.8% 

（都道

府県は

100%を

達成） 

関係する

施政方針

演説等内

閣の重要

政策（主

なもの） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

第１６９回国会 

総理施政方針演説 
平成 20年 1月 18 日

地方の元気は日本の活力の源です。昨年１１月に取り

まとめた「地方再生戦略」に基づき、地方の創意工夫

を活かした自主的な取組を、政府一体となって強力に

後押ししてまいります。 
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平成２０年度主要な政策に係る評価書要旨  

評価実施時期：平成２０年７月 担当部局課室名：情報通信政策局技術政策課、通信規格課

施策名 情報通信技術の研究開発・標準化の推進 
政策体系上の位置付け 

情報通信（ICT 政策）政策１０ 

施策の

概要 

厳しい財政状況の中、限られた研究開発予算を有効活用し、より多くの研究成果を産み出し、こ

れら成果を実用化へ結びつけていくことが強く求められており、UNS 戦略プログラムに基づき、重

点領域の研究開発及び競争的資金制度による研究開発を推進するとともに、当該研究開発成果の普

及による国際競争力の確保を図るため、情報通信技術に関する標準化を積極的に推進する。 

施策に関

する評価

結果の概

要と達成

すべき目

標等 

【評価結果の概要】 

（総合的評価） 

専門家による評価の結果、平成 19 年度に実施された全ての研究開発課題について「成果あり」

との結果が得られており、目標（毎年度 80％以上）を達成している。なお、平成 19 年度におい

ては、重点的研究資金制度および競争的研究資金制度により 161 件の研究開発事業が、総額約 110

億円の予算により実施され、論文数が 1,013 件（概数）、特許申請数が国内外を合わせ 280 件（概

数）に上り、あらかじめ設定した目標値を達成しているなど、着実な成果が見られる。 

また、「戦略的情報通信研究開発推進制度（国際技術獲得型研究開発）」などの実施によって、

ITU、IETF 等への標準提案が９０件に上り、あらかじめ設定した目標値を達成するなど、着実な

成果が見られる。 

 

（必要性） 

研究開発については、これまで民間が大きな役割を果たしてきたが、比較的リスクの高い基礎

研究から製品開発に重点が移りつつあるなど、我が国の技術競争力は欧米に比べて全体的に低下

傾向にある。このため、国際競争力の向上を図るべく、国が基盤的な技術の研究開発を推進する

ことが必要である。 

また、これら研究開発成果を基に「国際標準」を獲得することにより、我が国の国際競争力を

向上させる取組も必要である。 

 

（有効性） 

平成 19 年度に実施された研究開発事業の成果は、『ユビキタスネットワーク（何でもどこでも

ネットワーク）技術の研究開発』など、「国際競争力の強化」等の目標達成に資するものであり、

有効性が認められる。 

また、我が国に有益な国際標準を獲得していくために海外との連携を強めて行くことなどによ

り、情報通信に関する標準化の推進を図ることは、国民の利便性を向上し、我が国の技術水準を

維持・向上するものであり、有効性がある。 

 

（効率性） 

平成 19 年度に実施された各研究開発課題は、総務省および研究実施機関自らの工程管理に加

えて、情報通信技術に精通している外部専門家等による外部評価を受け入れて一層の効率化を図

りながら遂行されており、多くの課題において効率的に研究開発が進められているとの評価を得

ている。 

また、ITU で開催される会議に合わせ、多くの寄書を提出し、迅速な承認手続を活用して勧告
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化を進めている。その際、各国から単独に国際標準化の提案をする場合に比べ、他国と連携（特

に APT 共同提案）した場合、その勧告化の可能性が高くなるなどの効果が見込めるため、次世代

ネットワーク(NGN)など我が国にとって重要な検討課題について他国との連携を強化するなど、

標準化の獲得に向けて効率的な業務を行った。 

 

（反映の方向性） 

・技術変化が激しい情報通信分野における新たな研究開発課題に対し、我が国の国際競争力を強

化するとともに、ユビキタスネットワーク社会の実現に資するよう、積極的かつ柔軟に取り組

む必要がある。本年６月に情報通信審議会から答申された研究開発戦略を踏まえ、研究開発課

題の重点化を図るとともに、明確化された研究開発目標をもとに研究開発を効率的に推進する。

・我が国の国際競争力を強化するため、本年６月に情報通信審議会から答申されたＩＣＴ研究開

発・標準化戦略を踏まえて、日本からの国際標準提案の促進、標準化活動に携わる若手人材の

育成などの支援策を通じ、情報通信分野における標準化活動に戦略的に取り組んでいく必要が

ある。 

 

 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 

 

指標名 
目標値 

（目標年度） 

実績値 
分析の視点 

17 年度 18 年度 19 年度 

論文数 

１課題あたり

１件以上 

１９年度（単

年度） 

988 件 

(166 課題)

998 件 

(161 課題)

1,013 件 

（概数） 

(161 課題)

実施された研究開発に基づく

成果が出ているか。また、そ

の成果が第三者にＰＲされて

いるか。 

専門家による評価に

おいて成果ありと評

価される割合 

９０％ 

１９年度（単

年度） 

100% 99% 100% 

実施された研究開発が第三者

である外部専門家の目から見

て有用なものであったか。 

ＩＴＵ、ＩＥＴＦ等

における標準提案の

件数 

２０件 

１９年度（単

年度） 

３６件 ６４件 ９０件 

研究開発成果の国際標準化に

向けた取組が行われている

か。 

関係する

施政方針

演説等内

閣の重要

政策（主

なもの） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

第 169 回国会における

福田内閣 

総理大臣施政方針演説 

平成 20 年 1月 18 日
これからの日本の成長を支える研究開発に重点的に予

算を配分する 

第 166 回国会における

福田内閣 

総理大臣施政方針演説 

平成 19 年 1月 26 日

革新的な技術、製品、サービスなどを生み出すイノベ

ーションと、アジアなど世界の活力を我が国に取り入

れるオープンな姿勢により、成長の実感を国民が肌で

感じることができるよう、新成長戦略を力強く推し進

めます。 

第 164 回国会における

福田内閣 

総理大臣施政方針演説 

平成 18 年 1月 20 日

「科学技術創造立国」の実現に向け、国全体の予算を

減らす中、科学技術の分野は増額し、第三期基本計画

を策定して研究開発を戦略的に実施してまいります。
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平成２０年度主要な政策に係る評価書要旨  

評価実施時期：平成２０年７月 担当部局課室名：総合通信基盤局電波利用料企画室

施策名 電波利用料財源電波監視等の実施 
政策体系上の位置付け 

(情報通信(ICT 政策))政策１４ 

施策の

概要 

電波利用共益事務は、電波法第１０３条の２第４項に規定されているが、その実施により、電波

法全体の目的である「電波の公平かつ能率的な利用を確保することによって公共の福祉を増進する

こと」に資するもの。  
また、電波利用料の予算額については、毎年度予算要求の過程において、財務省との調整を経て

政府案として策定されており、また、３年毎の電波利用料の見直しの際、公開による研究会の開催

や、パブリックコメントの募集など、電波利用共益事務として適切なものについてオープンなプロ

セスを経ているなど、効率性、有効性等について事前の検討を実施。 

施策に関

する評価

結果の概

要と達成

すべき目

標等 

【評価結果の概要】 

（総合的評価） 

・電波の適正な利用の確保のため、電波利用共益事務を確実に実施している。 
・無線局数については、電波利用の拡大に伴い、周波数が逼迫している中においても増加してい

る。 
・電波利用が拡大する中、新たな無線システムも順調に導入されている。 
・重要無線通信への妨害が発生した場合には、これを排除するため迅速に措置を講じている。 
・電波利用環境の維持に向けて、不法無線局等に対して、必要な措置を適切に講じている。 
・電波利用のルールに違反する行為の未然の防止を図るため、各種メディアを活用し、電波利用

ルールの周知・啓発を行い、また、適法な無線機を取り扱うよう、販売店へ要請を行っている。

・電子申請による無線局の免許申請、再免許申請が順調に増加している。 
・新たな周波数需要に的確に対応するため電波資源拡大のための研究開発を着実に実施している。

・電波を有効に利用できる実現性の高い技術について技術的検討を行うため、周波数逼迫対策技

術試験事務を着実に実施している。 
・電波の利用に関する不均衡を緩和し、電波の適正な利用を確保するため、無線システム普及支

援事業を着実に実施している。 
 

（必要性） 

・電波利用共益事務は、その実施により、電波法全体の目的である「電波の公平かつ能率的な利

用を確保することによって公共の福祉を増進すること」に資するものであるため行政が実施し、

その必要性は認められる。 
  

（有効性） 

・無線局数については、電波利用の拡大に伴い、周波数が逼迫している中においても増加してい

ることから、有効性があると認められる。 
・新たな無線システムの導入状況は、電波利用が拡大する中においても新たな無線システムが順

調に導入されていることから、有効性があると認められる。 
・重要無線通信妨害への対応状況は、これを排除するため迅速に措置を講じ、電波利用の適正化

が図られていることから、有効性があると認められる。 

政策評価書ｐ139
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・不法無線局、違法無線局への対応状況は、電波利用環境の維持に向けて、不法無線局等に対し

て、必要な措置を講じ、電波利用の適正化が図られていることから、有効性があると認められ

る。 
・電波利用環境の保護のための周知・啓発活動状況は、電波利用のルールに違反する行為の未然

の防止を図るため、各種メディアを活用し、電波利用ルールの周知・啓発を行い、また、適法

な無線機を取り扱うよう販売店へ要請を行っており、電波利用の適正化が図られていることか

ら、有効性があると認められる。 
・無線局の免許申請、再免許申請のオンライン利用状況は、申請者の利便性の向上を図り電子申

請による無線局の免許申請、再免許申請が順調に増加しており、有効性があると認められる。

・電波資源拡大のための研究開発の実施状況は、新たな周波数需要に的確に対応するために実施

されており、電波の有効利用の促進に寄与していることから、有効性があると認められる。 
・周波数逼迫対策技術試験事務の実施状況は、電波を有効に利用できる実現性の高い技術につい

て技術的検討を行い電波の有効利用の促進が図られていることから、有効性があると認められ

る。 
・無線システム普及支援事業実施状況は、電波の利用に関する不均衡を緩和し、電波利用の拡大

に寄与していることから、有効性があると認められる。 
 

（効率性） 

電波利用料の予算については、毎年度予算要求の過程において、財務省の査定を経て政府予算

案として策定され、国会において承認されているものであり、事前に効率性についての検討を実

施し、事業を実施しているものである。 
 

（反映の方向性）  

電波利用共益事務の実施に当たっては、その実施状況の報告を公表するなど更なる透明化の向

上に取り組む。 

 

関係する

施政方針

演説等内

閣の重要

政策（主

なもの） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

規制改革・民間開放推進

３か年計画（再改定） 
平成 18 年 3 月 31 日

電波利用料制度について、電波利用料の性格につ

いての見直しも含め、抜本的に制度を見直す。 
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平成２０年度主要な政策に係る評価書要旨  

評価実施時期：平成２０年７月 担当部局課室名：総合通信基盤局国際部国際政策課 他 ６課室

施策名 ＩＣＴ分野における国際戦略の推進 
政策体系上の位置付け 

(情報通信(ICT 政策))政策１５ 

施策の

概要 

政策の基本目標達成に向けて、二国間・多国間の政府間協議、国際機関への貢献により、ＩＣＴ

分野における国際的な課題解決、連携強化等を図る。また、多様な手段を用いた我が国ＩＣＴに関

する情報発信及び国際動向の調査を実施することにより、国際的な相互理解の増進及び我が国ＩＣ

Ｔ企業の海外展開支援を図る。 

施策に関

する評価

結果の概

要と達成

すべき目

標等 

【評価結果の概要】 

（総合的評価） 

 本政策について指標の達成状況を見ると、平成１９年度に目標年度を迎えた全ての指標におい

て目標を達成し、その他の指標についても目標年度に向けて取組が進行していることがわかり、

政策の基本目標に向け着実に取組効果が現れていることが認められる。 

二国間・多国間関係への対応、アジア各国等との協力等により、ＩＣＴ分野における国際的な

課題解決、連携強化等について、国際的な互恵関係の構築に向けて成果が上がっており、引き続

き取り組んでいく必要がある。また、我が国ＩＣＴに関する戦略的情報発信等を実施するととも

に、国際機関に対して標準化活動等で主導的な役割を果たすことにより、我が国ＩＣＴ企業の海

外展開支援の推進等について、我が国ＩＣＴ産業の国際競争力ある産業への誘導が進んでいる。

今後は、より一層の海外展開支援として施策を総合的に展開していく。 

（必要性） 

 二国間及び多国間関係への対応、アジア各国等との協力等により、二国間・多国間等の枠組み

による国際的な課題を解決するための協調及び貢献は、政府間等の協議など行政が実施すること

が不可欠な分野であるとともに、ＩＣＴ分野における国際的な課題や気候変動等の社会的諸課題

が存在しているため、引き続きの対応の必要がある。また、戦略的情報発信、国際機関に対する

財政的・人的支援等を通じたＩＣＴ分野における国際競争力強化に向けた海外展開支援等の推進

は我が国の成長力の強化に資するため、より一層推進していく必要がある。 

（有効性） 

 二国間・多国間での政策協議、国際機関等における会議への参画及び意見交換については、国

際的な課題等の共有、貿易問題の深刻化の事前解決等が図られるとともに、今後の国内政策の企

画・立案へのフィードバックが行われており、成果が上がっている。 

また、アジア諸国との間でのＩＣＴ分野での協力関係の推進、人材育成及び国際共同実験の実

施状況も、期待される成果が上がっている。 

更に、ＩＣＴ国際競争力強化につながる、海外におけるセミナー・シンポジウム等の実施状況

についても、確実に成果が上がっているところであり、有効性が認められる。 

（効率性） 

 ＩＣＴ分野における国際的な課題については、国際機関において重要なポストに我が国からの

候補を輩出し、イニシアティブを取ることで貢献を行うとともに、政策協議、国際会議への参画

等の二国間及び多国間関係への対応、国際共同実験の実施等により、国際的な互恵関係の構築を

効率的に図っている。また、国際競争力強化に向けた海外展開支援活動等の推進について、地上

デジタル放送、モバイル、次世代ＩＰネットワーク等の分野を定めて重点的に取組を行うととも

に、官民合同でセミナー・シンポジウムを実施するなど国と民間との連携を図ることにより、 
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民間が個別に蓄積しているノウハウを活用しつつ、効率的な施策推進を図っている。 

（反映の方向性） 

 二国間・多国間での協議等については課題解決及び情報共有が図られている。引き続き気候変

動へのＩＣＴ分野の貢献等の国際的な課題に対応していく。アジア各国等への協力については協

力関係の構築及び人材育成の成果が上がっており、今後も着実に推進していく。我が国ＩＣＴ産

業の一層の海外展開支援のため、戦略的情報発信を拡充することとする。高度ＩＣＴ共同実験に

ついては一定の成果が得られたため実施体制の見直しを行う。 

 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 
 

指標等 目標値 目標年度 17 年度 18 年度 19 年度 

二国間での政

策協議、国際機

関等における

会議への参画

及び意見交換

の実施状況 

国際会議への

参画及び意見

交換の実施 

19 年度 

(単年度)

 

・世界情報社

会サミット

(WSIS) に 参

加 

・APEC 第 6 回

電気通信・情

報担当大臣

会合に参加 

・ASEAN＋3 電

気通信及び

IT 担当大臣

会合に出席 

等 

・ITU 全権委員会

議に出席 

・ASEM ICT 閣僚

会合に出席、 

・ASEAN との電気

通信及び IT 担当

大臣会合に出席 

・インターネット

ガバナンスフォ

ーラムに参加 

・日仏 ICT シンポ

ジウムを開催 

等 

・APT 事務局長に我が国の

擁立候補が当選 

・次世代移動通信システム

について研究委員会の議

長に我が国の擁立候補が

当選  

・APEC、OECD の ICT 関係

会合への出席及び EU、英、

豪、加等との政策協議の実

施  

・米・EU との経済協議の

実施 

･インターネットガバナン

スフォーラムに参加 

等 

アジア諸国と

の間でＩＣＴ

分野での協力

関係の推進状

況 

10 カ国以上 20 年度 累計９カ国 

 

累計１２カ国 

 

累計１３カ国 

 

アジア諸国に

おけるＩＣＴ

分野の人材育

成の実施状況 

3000 人 20 年度 ７６６人 

 

５９４人 

 

６５３人 

（累計３，６４７人） 

海外における

セミナー・シン

ポジウム等の

実施状況 

海外における

セミナー・シン

ポジウム等の

実施 

19 年度 

(単年度)

 

－ － ・地上デジタル放送方式に

ついてはチリ、アルゼンチ

ン、フィリピン等、次世代

ＩＰネットワーク及びワ

イヤレス分野については

ベトナム、マレーシア等に

総務大臣等が採用・普及の

働きかけを実施 

国際情報ハブ

形成のための

高度ＩＣＴ共

同実験の実施

状況 

実施した実験

の数 （累計）

５以上  

実験に参加し

た機関数（累

計）２０以上 

20 年度 － － ・遠隔教育システム（２実

験）、超高精細医療画像の

伝送技術（２実験）及びＩ

Ｐ電話の国際相互接続の

実証実験等の５実験を実

施し、アジア諸国の大学、

民間企業等の２３機関が

参加 

関係する

施政方針

演説等内

閣の重要

政策（主

なもの） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

ＩＴ新改革戦略 平成１８年１月１９日 Ⅱ３． 課題解決モデルにおける日本のプレゼンスの向上

重点計画－２００６ 平成１８年７月２６日 ３．２ 課題解決モデルの提供による国際貢献 

ＩＴ新改革戦略 政策パッ

ケージ 
平成１９年４月５日 ３．（１）イ（ウ）ＩＣＴ産業の国際競争力強化等 

重点計画－２００７ 平成１９年７月２６日 

Ⅱ１．３ ＩＣＴ産業の国際競争力強化等 

Ⅲ３．１ 国際競争社会における日本のプレゼンス向上 

Ⅲ３．２ 課題解決モデルの提供による国際貢献 
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平成２０年度主要な政策に係る評価書要旨  

評価実施時期：平成２０年７月 担当部局課室名：郵政行政局企画課他 ５課室

施策名 郵政行政の推進 
政策体系上の位置付け 

（郵政行政）政策１６ 

施策の

概要 

郵政民営化の確実かつ円滑な実施を確保するため、「日本郵政公社の業務等の承継に関する実施

計画」の認可等を行うとともに、日本郵政公社（承継会社等）の行政指導、業績評価等を行い、郵

政事業の適正かつ確実な実施を確保した。 
 信書便事業への新規参入の促進及び信書便に関する利用者の認知度の向上を図るため、周知・広

報活動を実施した。また郵政民営化や諸外国の郵便制度改革など郵便及び信書便分野における新た

な展開を踏まえ、郵便・信書便制度全般について包括的・抜本的に見直すための検討を行った。 

国際郵便サービスにおける利用者利便の向上やサービスの多様化の確保のため、ＵＰＵ（万国郵

便連合）等の議論に我が国の政策を反映させるよう努めた。そのために人的貢献や財政的貢献も行

った。 

施策に関

する評価

結果の概

要と達成

すべき目

標等 

【評価結果の概要】 

（総合的評価） 

 日本郵政公社の中期経営目標の達成状況の評価、報告徴求等の監督、郵政民営化に向けた取組な

ど必要な措置を講じて、郵政事業の適正かつ確実な実施を促し、所期の成果を達成した。 

 国際郵便サービスにおける利用者利便の向上、サービスの多様化の確保のため、我が国の国際郵

便に係る政策を国際郵便の取扱いに関する取決め等に確実に反映させるべく、各種会合に積極的に

参画した。また、関係国際機関、関係国間との良好な関係のもと、国際郵便に関する政策協調を推

進する目的で、人的・財政的にも貢献した。 

 平成１９年度において、信書便事業者は合計 253 者となるなど、信書便事業への参入は着実に進

んでいる。また、「郵便・信書便制度の見直しに関する調査研究会」において、11 月に「中間報告」

が取りまとめられるなど、ユニバーサルサービスが確保され、競争促進により多様で良質なサービ

スが提供されるような制度の検討が進められている。これらのことから、基本目標である、郵便・

信書便分野における事業環境の整備を通じたサービスの一層の多様化等の実現に向けた取組が行

われている。 

（必要性） 

 総務省では、郵政民営化の確実かつ円滑な実施のため、日本郵政公社及び承継会社等に対する報

告徴求及び行政指導等の監督などの措置が必要である。また、国際郵便については、ＵＰＵ（万国

郵便連合）やＡＰＰＵ（アジア太平洋郵便連合）等の国際会議に出席し、国際協調を図りながら、

国際郵便の取扱いに関する取決め等へ我が国の政策を反映させる必要がある。さらに、信書便分野

においては、競争を促進しサービスの多様化等を図ることにより利用者の選択の機会を拡大するた

め、信書便事業に関する周知・広報活動及び制度の見直しは行政が実施すべきであり、必要性が認

められる。 

（有効性） 

・日本郵政公社の中期経営目標の達成状況の評価、報告徴求等の監督、郵政民営化に向けた取組な

ど必要な措置を講じて郵政事業の適正かつ確実な実施を促したといえるので有効性が認められる。

・国際郵便サービスにおける利用者利便の向上、サービスの多様化の確保のため、我が国の国際郵

便に係る政策を国際郵便の取扱いに関する取決め等に確実に反映させるべく、各種会合に積極的に

参画した。また、関係国際機関、関係国間との良好な関係のもと、国際郵便に関する政策協調を推

政策評価書ｐ159
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進する目的で、人的・財政的にも貢献しており、有効性が認められる。 

・信書便事業への参入は着実に進展。また、「郵便・信書便制度の見直しに関する調査研究会」に

おいて、11 月に「中間報告」が取りまとめられるなど、ユニバーサルサービスが確保され、競争促

進により多様で良質なサービスが提供されるような制度の検討が進められており、一定の有効性が

認められる。 

（反映の方向性）  

 日本郵政グループ各社等において、コンプライアンスの問題が大きな課題となっており、報告徴

求等の監督を通じて、引き続き郵政民営化の確実かつ円滑な実施を確保する必要がある。  

 ＵＰＵ大会議の結果を踏まえ、引き続き、国際郵便分野における国際協調の推進による利用者利

便の向上等に資するよう取り組む必要がある。  

 引き続き、信書便制度の一層の周知を図るとともに、適正な業務運営の確保のための措置を講ず

るなど、本政策の実効性を高める必要がある。 

 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 
 

主な指標 １７年度 １８年度 １９年度 

ＵＰＵ活動への人的貢献（職員の派遣） １名 １名 １名 

ＵＰＵ活動への財政的貢献（分担金） １７５百万円 

(1,968 千ｽｲｽﾌﾗﾝ) 

１７３百万円 

(1,968 千ｽｲｽﾌﾗﾝ) 

１９１百万円 

(2,031 千ｽｲｽﾌﾗﾝ) 

主な指標 １７年度 １８年度 １９年度 主な指標 １７年度 １８年度 １９年度

信書便事業者数 １５９ ２１３ ２５３ 信書便事業者

の参入状況  

４８ ５７ ４２ 

１号役務（90cm 超又は４kg 超の信書

便物の送達の役務） 

１号役務（90cm 超又は４kg 超の信

書便物の送達の役務） 

１３２ １７６ ２０６ ４４ ４５ ３１ 

２号役務（３時間以内の送達の役務） ２号役務（３時間以内の送達の役務）

６３ ７７ ９６ １４ １７ １９ 

３号役務（1,000 円超の料金の役務） ３号役務（1,000 円超の料金の役務）

７３ １０１ １２４ ２３ ２９ ２２ 

関係する

施政方針

演説等内

閣の重要

政策（主

なもの） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

第１６８回国会における福

田内閣総理大臣の所信につ

いての演説 

平成 19 年 10 月 1 日 
利用者の方に不便をおかけしないよう、着実に推進しま

す。 

第１６８回国会（臨時会）

総務委員会における総務大

臣所信表明 

平成 19 年 10 月 18 日 

信書便事業については、郵便のユニバーサルサービスに支

障がないことを前提としつつ、諸外国の動向も踏まえ、競

争の促進に努めてまいります。 

第１６９回国会（常会） 

総務委員会における総務大

臣所信表明 

（衆議院） 

平成 20 年 2月 19 日 

（参議院） 

平成 20 年 3月 25 日 

今後とも、各承継会社において、過疎地を含む郵便局のネ

ットワーク水準やサービス水準の維持、コンプライアンス

の徹底、経営の健全性の確保が確実になされ、国民の皆様

に喜んでいただける民営化となるよう努めてまいります。

 また、本年 7 月開催予定の第 24 回万国郵便大会議にお

いては、世界郵便戦略の策定や条約改正が予定されており

ますが、これに積極的に貢献してまいります。 

http://kokkai.ndl.go.jp/cgi-bin/KENSAKU/swk_dispdoc_text.cgi?SESSION=2999&SAVED_RID=1&SRV_ID=9&DOC_ID=7069&MODE=1&DMY=3650&FRAME=3&PPOS=2
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平成２０年度主要な政策に係る評価書要旨  
評価実施時期：平成２０年７月 担当部局課室名：消防庁総務課 他１２課室

施策名 消防防災体制の充実強化 
政策体系上の位置付け 

（国民生活と安心・安全）政策２０ 

施策の

概要 

国民の生命、身体及び財産を災害から守るため、消防防災・危機管理体制の強化を図るとともに、

消防防災・危機管理に対する国民の認識と理解を向上させるための総合的な施策を実施する。 

施策に関

する評価

結果の概

要と達成

すべき目

標等 

【評価結果の概要】 

［総合的な評価］ 

本施策について、指標の達成状況をみると、平成 19 年度に目標年度を迎えた指標のうち過半数の

指標において目標を達成し、その他の指標についても目標年度に向けて着実に取組が進行している

ことがわかり、施策の基本目標に向け着実に取組の効果が現れていることが認められる。 

「緊急消防援助隊の隊数」や「救急救命士の配置された救急隊の割合」、「救急自動車に占める高

規格の救急自動車の割合」など、国と都道府県、消防本部の連携による取組に係る指標については

目標達成に向けた進捗率が高く、政策を推進することで消防防災組織体制が着実に強化されている

ことがわかる。 

国民（事業者も含む）と行政の連携による取組については、「特定違反対象物数の改善」など目標

達成している指標もあるが、「消防団員数」や「危険物施設における事故件数」など目標の達成に至

らなかった指標もある。 

大地震等の大規模災害や大事故・テロに揺るがない社会の構築には、国民と行政の連携が重要で

ある。そのため、消防防災・危機管理に対する国民の認識と理解を向上させるための取組を一層強

化していく必要がある。 

（必要性） 

  近年、地震、集中豪雨等の自然災害や火災、事故等により、各地で大きな被害が発生しており、

その態様も多様化、大規模化の傾向を示している。また、テロや武力攻撃等による災害の発生も危

惧されているところである。 
  こうした災害などに揺るがない社会の構築のためには、行政と国民が一体となった、消防防災・

危機管理体制を強化することが必要である。 

（有効性） 

・大規模災害等が発生した場合に全国規模での消防応援を行う緊急消防援助隊は、平成 20 年度末の

登録部隊数の目標、4,000 隊に向け、平成 20 年４月１日現在で 3,960 隊（対前年比 209 隊増）と

順調に進捗していることから、施策の有効性が認められる。 

・救急搬送時に質の高い救急救命処置が行えるよう救急隊への救急救命士の配置を推進していると

ころである。平成 19 年４月現在で救急救命士が配置された救急隊の割合は 86.3％（対前年比 3.9％

増）となっており、平成 23 年度に目標としている 90％に向けて着実に進行していることから施策

の有効性が認められる。 

・都道府県・市町村における国民保護訓練の実施件数は平成 19 年度で 72 件（対前年度比 37 件増）

とであり、有事の際に迅速に国民保護措置ができる体制が着実に整備されていることから、施策の

有効性が認められる。 

・特定違反対象物（床面積 1,500 ㎡以上の特定防火対象物及び地階を除く階数が 11 以上の非特定防

火対象物のうち、スプリンクラー設備、屋内消火栓設備又は自動火災報知設備がその設置義務部分

の過半にわたって未設置の防火対象物をいう。）は火災発生時における人命の危険性が大きいこと

から、違反是正の指導をしてきたところであるが、平成 19 年度当初で 168 件と前年同期より 14 件

減少したことから、施策の有効性が認められる。 

・地域防災力の中核的存在である消防団の団員数は平成 19 年４月現在で 892,893 人と前年同期より

7,114 人の減少となっている。これは、新任団員（６万人程度）を上回る団員が退職したことによ

るものである。退職団員数をカバーするには至っていないが、前年度と比べ減少幅が小さくなって

いることから、消防団員確保の取組に有効性が認められる。 

・ひとたび事故が発生すると、甚大な被害をもたらす危険物施設における火災・漏えい事故の件数

は、平成 19 年には 603 件と前年比で５件増加した。こうした中、平成 20 年５月２８日に消防法を

改正し、市町村長等が危険物流出等の事故原因調査を実施できるようにするなど、危険物事故の減
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少につながる有効な施策を打ち出したところである。 

（効率性） 

消防防災・危機管理に係る施策においては、実際に災害発生時の対応を効率的に行う必要がある。

例えば、大地震等の大規模災害が発生した際の効率的な情報伝達のため、市町村防災行政無線や

全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）の整備を着実に推進している。また、増大する救急需要

対策として、消防機関が認定する民間患者等搬送事業者を活用したり、地域の実情に応じた 119 番

通報受信時の救急現場における緊急度・重症度の選別（トリアージ）の導入を促進するなど、業務

の効率化を推進している。 

［今後の課題、取組の方向性］ 

社会情勢に応じ、消防防災・危機管理に係る制度の立案、組織体制の整備、普及啓発活動等を実

施してきたところである。 

近年の政策的な主な課題としては、まず、消防法等の制度改正を行った事案に対する制度の定着

が挙げられる。大規模・高層の防火対象物の管理者に、消防計画の作成及び自衛消防組織の設置を

義務付けた平成 19 年度の消防法の改正や、住宅に住宅用火災警報器等の設置を義務付けた平成 16

年度の消防法の改正などで制定した制度等を、いかに定着させていくかが課題である。 

また、大規模災害やテロ・武力攻撃等に対する、組織体制の強化が課題としてあげられる。緊急

消防援助隊の拡充や消防の広域化の推進、消防団員数の増加、救急需要への対応など、国・地方を

通じた組織体制の拡充が課題となっている。 

さらに、国民への消防防災・危機管理に対する認識と理解を向上させるための普及・啓発活動も

重要な課題となっている。 

これらの課題に対し、消防庁では引き続き、効果的な施策を検討するとともに、制度の立案、組

織体制の整備、普及啓発活動等を実施し、総合的な消防防災・危機管理に係る施策を推進していく。

 

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果 等】 

【緊急消防援助隊の隊数】 【救急救命士の設置された救急隊の割合】  

  18.4 19.4 20.4   17.4 18.4 19.4 

隊数 3,397 3,751 3,960 割合（％） 78.2 82.4 86.3 

（目標： 概ね 4，000 隊（20 年度）） （目標：全救急隊の 90％（23 年度）） 

【都道府県・市町村における国民保護訓練の実施件数】 【特定違反対象物数の改善】  

  1７年度 18 年度 19 年度   18 年度当初 19 年度当初

訓練実施件数 ９ 35 72 特定違反対象物数 182 168 

（目標：実施件数の向上（対前年度比）） （目標：特定違反対象物数の減少（対前年度比））

【消防団員数】（人） 【危険物施設における事故件数】（件）  

  17.4 18.4 19.4   18 年 19 年 

消防団員数 908,043 900,007 892,893 件数 ５９８ ６０３ 

（目標： 消防団員数の増加（対前年度比）） （目標：事故件数の低減（対前年度比） 
 

関係する

施政方針

演説等内

閣の重要

政策（主

なもの） 

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋） 

経済財政改革の

基本方針 2007

（閣議決定） 

平成 19 年６月 19 日 ・Ｇ８北海道洞爺湖サミット等を見据えつつ、テロ等の未然

防止と緊急事態発生時の対処に万全を期する。（一部略）

・有事に備えた国民保護施策を推進する。（一部略）  

・大規模地震、大規模水害・土砂災害、津波・高潮、豪雪等

への対策を推進する。また、消防等地域の災害応急対応力

の充実を図る。（一部略） 

・災害情報共有システム等の治安・防災等に資する科学技術

の研究開発・利活用を図る。（一部略） 
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